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CPRアセットマネジメントおよび当戦略は、投資を通じて

“増加する世界人口に対して健康的な食材を、

過不足なく、そして持続的に提供する“

という課題の解決に取り組みます。投資が与える影響を

最大化するため、投資対象は農業器具からフォークに至

るまで、“食“関連のあらゆる企業を対象としています。

当戦略のミッション

～“食“の課題に対する責任～

生産地や製造過程の透明性、地産地消、オーガニッ

クなど、人は“食“に対して様々な側面から”質”を求める

ようになりました。

また、ライフスタイルの変化とともにお持ち帰り食品、デ

リバリーサービス、ミールキット（献立と材料がセットに

なったキット）など、食の多様化が進みました。

このような変化の中で、プラスチックごみ、過剰包装、

農家への報酬の支払いなど、様々な問題が起こりまし

た。

当戦略はこれらの課題に取り組む企業にも注目して

投資を行なっています。

変化する現代の食習慣

はじめに

※画像はイメージです

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

このレポートは、「世界フード関連株式オープン」が環境や社会に与える影響についてご説明する

インパクトレポートであり、当ファンドの運用を行なうCPRアセットマネジメントによるインパクトレポー

トからの一部抜粋を含みます。

レポートを通じて、当ファンドおよびファンドと同様の運用手法によるCPRアセットマネジメントの戦

略（以下、当戦略といいます。）のリターン、特に“社会的リターン“への取り組みをご紹介します。

皆さまからの投資資金が、経済的な利益を生み出すだけでなく、社会の問題や課題の改善・解

決を促す側面の貢献につながっていることについて、ご理解を深めていただければ幸いです。
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ご参考

当ファンドでは、企業の持続可能性にも注目し、ESGの観点で銘柄選定しています。投資ユニバースの構築プロセス

には、ESG評価の活用や、ESGの観点で問題のある銘柄の除外、企業活動が環境や社会に与えるインパクトの考

慮等、ファンドの運用を行なうCPRアセットマネジメントの親会社であり、ESG投資で世界をリードするアムンディ・アセッ

トマネジメント独⾃のESGアプローチを取り⼊れています。

ポートフォリオ構築プロセス

ESGレーティング別の企業分布

平均ESGスコア

当戦略 C

食料関連銘柄群 D

世界株式 D

上記のポートフォリオ構築プロセスは、今後変更となる場合があります。資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

• 2020年12月末時点

• 世界株式：MSCIワールド・インデックス。食料関連銘柄群およびESGスコアに関しては当ページ上部をご参照ください。また、食料関連銘柄群はESGの観点

から明らかに投資にそぐわない銘柄は除外されています。

（出所）CPRアセットマネジメントのインパクトレポートを基に野村アセットマネジメント作成

食料関連銘柄群※1

投資ユニバース

ポートフォリオ構築

トップダウンアプローチによる各業種への配分決定

ボトムアップアプローチによる投資対象企業の決定

ESG総合評価※2において、
F～G評価の銘柄を除外

「食」に関連する特定のESG
基準の評価※2においてF～G
評価の銘柄を除外

ESGの観点で問題がある
企業の銘柄を除外

企業活動が環境や社会へ与え
るインパクト※3を鑑みて、銘柄
を選択・除外

ESGレーティング別にみた企業の分布状況は以下のとおりです。当戦略の平均ESGスコアは、世界株式や食料関連

銘柄群に比べて高くなっています。

• ESGとは、Environment(環境), Social(社会), 

Corporate Governance(企業統治)の総称です。

※1 CPRアセットマネジメントの分類による6つのセクターに属する3,700銘柄以上のグローバル食料関連銘柄のうち、①時価総額5億米ドル以上、②売買代金
100万米ドル以上（直近3カ月の1日平均）、③4名以上のアナリストが当該銘柄のリサーチカバレッジを行なっていること、の3つの条件を満たす銘柄。

※2 A~Gの7段階評価（Aが最も高い）。アムンディ・アセットマネジメントのESG専門アナリストチームが36個のESG基準に基づいてレーティングしています。
※3 ファンドにおいては、温暖化ガス排出量や水使用量、廃棄物のリサイクル率などに注目しています。
（出所）CPRアセットマネジメントおよびアムンディ・アセットマネジメントの資料を基に野村アセットマネジメント作成

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。

ファンドと同様の運用戦略におけ
るESGアプローチについては、
2021年4月にLuxFLAG（ルク
センブルグの非営利団体）による
ESG Labelの受賞、CLA（ベル
ギーの非営利団体）による

Sustainability Labelの受賞
など、第三者機関から高い評価
を得ています。

当戦略のESGアプローチへの評価
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ESGアナリストチームは、急成長しているミールキットデリバ

リー企業との対話を重ねました。同社が提供する商品は、栄

養士が考案し、旬の食材を使った多種多様な簡単に作れる

レシピや、仲介業者を排除した生産者からの直接供給など、

様々な利点がありました。しかし、同社には重要な下記3点が

欠けていることを発見し、ESGアナリストは、少なくとも株主が

企業の抱えるリスクや重要トピックを特定できるように、重要課

題の概念を掲げ、CSR（企業の社会的責任）に対してより

積極的な取り組みを行なうよう奨励しました。

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。
また、上記は過去のエンゲージメント活動の一例であり、全てを網羅しているものではありません。

• 2020年実績

（出所）CPRアセットマネジメントのインパクトレポートを基に野村アセットマネジメント作成

企業との継続したエンゲージメント例 ～ミールキットデリバリー企業～

発行体とのエンゲージメント活動は、CPRアセットマ

ネジメントの親会社であるアムンディ・アセットマネジメ

ントのESGアナリストおよびコーポレートチームによって、

投資先企業や投資を検討している企業の更なる持

続可能な活動を促すことを目的に行なわれています。

当戦略のエンゲージメント※活動

株主総会参加率

99%

エンゲージメント活動における主な3領域

▶ 各テーマに沿ったエンゲージメント活動

▶ スコアリングのための情報収集

▶ 対話を重視した議決権行使

投票した決議数

1,025

株主総会におけ
る反対票

16%

※企業に対して行なう、建設的な対話

2020年には、期中に議決権を有する企業の99％の株主総会へ参加し、1,025議案について投票を行ない、

そのうち16％が会社側への反対票（株主提案への賛同含む）となるなど、積極的なエンゲージメント活動を行な

いました。

• 2020年実績

（出所）CPRアセットマネジメントのインパクトレポートを基に野村アセットマネジメント作成

2020年12月、同社は重要性の分析目的で実施されたアムンディの調査に回答し、これらの回答には、ESGアナ

リストチームの提案が考慮されていました。重要課題は2021年にリリースされる予定であり、同社のCSR戦略およ

びアクションプランの基礎となります。

指摘した3つのポイント

①構造化されたCSR戦略

②過剰包装や役員報酬などの問題やCSRリスクの特定

③業績評価可能な、適切で正確かつ定量的な指標を備えたレポート

その後の同社のアクション

※画像はイメージです
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• 世界株式：MSCIワールド・インデックス。食料関連銘柄群に関しては2ページをご参照ください。また、食料関連銘柄群はESGの観点から明らかに投資

にそぐわない銘柄は除外されています。

ファンドは組⼊銘柄の環境や社会へ与えるインパクトも考慮しています。廃棄物リサイクル率や取水量の点で、

ファンドは食料関連銘柄群や世界株式より優れた水準となりました。

環境や社会へ与えるインパクト比較

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。

• 2021年9月末時点

（出所）CPRアセットマネジメントの提供データを基に野村アセットマネジメント作成

カーボンフットプリントとは、製品・サービスのライフサイク

ルや全般で排出された温暖化ガスをCO2相当量で表し

たものです。この指標は、企業のCO2排出量を売上高

で除したものです。

ファンドは食料関連銘柄群に比べ低水準となりました。

なお、世界株式は、ITや金融などの温暖化ガス排出量

が少ない業種の企業を含んでいるため、相対的にカーボ

ンフットプリントの値が低くなります。

売上(百万€)あたりのカーボンフットプリント(t)

取水量とは、農業・工業などの生産活動のために河

川や湖沼から取り⼊れた水量を指します。この指標は、

企業の総取水量を売上高で除したものです。

売上(百万€)あたりの取水量(㎥)

企業が生成した廃棄物全体に占めるリサイクルの割

合を測定したものです。

リサイクルは天然資源の節約の他、製品を生産する

際の使用エネルギーの減少や廃棄物を焼却せずに済む

ことなどによるCO2排出量の減少につながります。

廃棄物リサイクル率(%)

ファンド 食料関連銘柄群 世界株式

71
% 67

%
66
%

ファンド

11,668
㎥10,414

㎥

食料関連銘柄群 世界株式

6,352
㎥

ファンド 食料関連銘柄群 世界株式

418
t

199
t

536
t

＜当資料で使用した指数の著作権等について＞
●MSCIワールド・インデックスは、MSCIが開発した指数です。同指数に対する著作権、知的所有権その他一切の権利はMSCIに帰属します。
また、MSCIは同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。
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We change the way people eat - forever をミッションに掲げるグローバルカンパニー

ハロー・フレッシュ ＜ドイツ＞

食料関連銘柄のご紹介

2011年にベルリンで設立された、オンラインミールキッ

ト（食材とレシピがセットになったキット）宅配サービスを

提供する多国籍企業です。2021年内の日本進出を

発表し、アジア域内でもビジネスを展開する予定です。

企業概要

環境問題に積極的にコミットしており、2020年には同

社が排出する炭素の100%相殺を達成するなど、

SDGs(持続可能な開発目標)に貢献しています。同

社は”Our Planet”(地球)、”Our People”(従業

員)、”Our Community”(コミュニティ)の3つを軸とし

てサステナブル活動に取り組んでいます。

健康、社会、環境へのコミットメント

上記は過去のデータであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、食料関連銘柄の紹介を目的としており、実際に当
該銘柄に投資を行なうことを保証するものではありません。特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇や下落を示唆するものではありません。

食品小売

（出所）同社資料「Sustainability Report 2020」を基に野村アセットマネジメント作成

ここでは各国の電力使用に関してご紹
介します。

同社では、全従業員うち

47%
が女性社員であり、さらに

41%

のマネジメントポジションが女性で占めら
れています。

また、社内では同じ特質を持つメンバー
で構成された、従業員主導のグループが
定期的にミーティングを開催し、ブラック・
ライブズ・マター（黒人に対する暴力や
構造的な人種差別の撤廃を訴える活
動）や女性エンパワーメント、
LGBTQIA+（セクシャルマイノリティ）
などの多様性に関連したトピックに関して
意見交換を行なっています。

米国
2020年11月、ダラスの配送センターで
は、施設で利用されるエネルギー源を
100%風力発電に切り替えました。

ニュージーランド
同国の再生可能エネルギー会社である
Meridian社と提携し、配送センターで
利用される全ての電力を再生可能エネ
ルギーから供給を受ける契約を結びまし
た。

英国
バンベリー、ヌニートンの各配送センター
ではそれぞれ50%、100％のグリーンエ
ネルギーを使用しています。今後は同社
が英国内で消費する全エネルギーを再
生可能なものへ変更する予定です。

2020年には

1,300万ユーロ

相当の寄付を世界中で行ない、主にコ
ロナウイルスで苦しむ家庭やコミュニティに
対して食事を提供しました。

その他に、サプライヤー企業や提携企業
に対しても、同社の“倫理取引方針”に
則った公正で倫理的な労働条件の確保
を遵守するように求めています。
具体的には、強制労働、児童労働、差
別、非人道的な扱い、長時間労働の禁
止などです。また、従業員の権利の尊重、
安全で清潔な職場の提供、適切な賃
金の支払いなどを求めています。

Our Planet
人々の食習慣を変えること

をミッションとします

Our 
Community

コミュニティを支援します

Our People
多様性を歓迎します

※画像はイメージです
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（2021年11月現在）
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お申込みは

※上記販売会社情報は、作成時点の情報に基づいて作成しております。

※販売会社によっては取扱いを中止している場合がございます。

世界フード関連株式オープン
愛称：スマートフード

金融商品取引業者等の名称 登録番号

加入協会

日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商品

取引業協会

三井住友信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○
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